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会による協同評価が行われるとい う形 を取る。ただ し、













はあ くまで も 「学校の教育計画を一定の時期にわたっ
て改善するための、組織だった計画」を作るために用
いられる。それを生徒や保護者に知 らせ る場合は、「特
に賢明な判断 による取 り扱いが必要」であ り、「評点は
生徒や父兄には知 らせない方がよい」 とい う。
さらに、評点を算出することそのものへの警戒もみ
られる。『基準 と手引』においては、学校評価基準は、
大項 目 ・中項 目 ・小項 目 ・着眼点 と細分化されて示 さ
れているが、 この うち大項 目については評点は出さな
い方がよい とい う意見があることが紹介 されている。
その理 由は、「評点が正当な信頼度を超えて、過大に重
要視 される幣があるか ら」である。また、「大項 目評点
を平均 して学校全体の評点を出すことも考え られるが、
これはあま りにも弊害が大きいばか りでな く、実質的
に意味が うすいので、学校全体の評点は産出しないが
よい」とも述べ られている。






その後、『基準 と手引』 にな らい、相当数の県教育
委員会 といくっかの市教育委員会によって、小学校そ

















場か ら様 々に論 じられ るようになる13。それを受けて、
学校評価の必要性が求められ るようになって くる。 日
本の学校評価において教育課程経営よ りもむ しろ学校
経営に力点がおかれ るのは、こ うした経緯によるとい
えよう。 しかしなが ら、そのよ うに理論的観点か ら必
要性が認識 されてきた一方で、実際的には多くの場合、
学校評価は 日本 にあまり定着 してきたとは言い難い状
況が続 く14。こ うした状況に変化が生 じるのは、学校
の自主性 ・自律性を確立するとともに学校がその責任








先述 したように、1998年 答申では、学校 の自主性 ・


















られ ることとなった。また、2002年 文科省 「学びのす
















































(以下、2006年 ガイ ドライン)が 作成 された後、2008
年亘6、2010年 に学校評価ガイ ドラインが改正 され、一
応の完成がみられた。2010年 改訂 「学校評価ガイ ドラ
イン」(以 下、2010年 ガイ ドライン)に よれば、学校
評価の 目的は次の3つ に整理され た。①各学校が組織
的 ・継続的な改善を図ること、②各学校が適切に説明
責任 を果たす とともに、保護者、地域住民等から理解


































3.1951年 『基準 と手引』と2010年 「学校評価ガイ
ドライン」の比較 ・対照
(1)1951年 『基準 と手引』
最初に、1951年 『基準 と手引』を詳 しくみてい こう。
その際、適宜表2を 参照されたい。『基準 と手引』にお




師は教科別の評価 と、もう一つ他の大項 目の評価 に分










実施 される。協同評価は3ま たは4年 に1回 程度で十
表21951年 『基準 と手引』 と2010年 「学校評価ガイ ドライン」の比較 ・対照
1951年 『中学校 ・高等学校 学校評価の基準と
手引(試 案)』































































大項 目(例:L教 育課程)、 中項 目(例:ll.計 画 と校
正)、 小項 目(例:111.教 育課程が各教科について作
られているか?)、 着眼点(例:ll3L委 員会によって
















この ように してみると基準が細か く総花的であり18、
資料1『 基準と手引』における教育課程の評価基準
1.教 育課程
















1142.生 徒 の 能 力 に つ い て よ く し らべ られ て い る。
ll43.地 域に人的物的要素 ・風俗習慣等についてよく調査
され て い る。





1211.生 徒 の 発 達 に即 して い る。
1212.生 徒 の 必 要 が よ く考慮 され て い る。
1213.地 域 社 会 の 一 般 の 人 々 の考 え が織 りこま れ て い る。
1214.各 教 師 の特 色 が い かせ る よ うにな っ て い る。
1215.学 校および附近の人的物的要素が十分活用できるよ







1241.適 当 な 単 元 が と り上 げ られ て い る。
1242.単 元設 定 の理 由 が明 確 で あ る。





1252.教 科書は生徒の必要 と学校の実情などに即 して正し
く利用されている。
1253.教 科 書 の不 足 を適 切 に補 って い る。
13.評 価と改普
131、教育課程はつねに評価 し改善されているか?
1311.実 施 前 に検 討 す る機 会 を もっ て い る。
1312.実 施 後 の反 省 が つ ね に な され て い る。
1313.委 員 会 に よっ て つ ね に研 究 して い る。
1314.改 善 の た めの組 織 が作 られ て い る。
1315.常 に改 善 が 行 わ れ て い る。
一45一
学校の自主的な編成をしば りうるとの懸念 も出され る
かもしれない。また評価基準が 「上か ら」設定されて
いるとの指摘 もある19。 しか しながら、基準で問われ
ているのは、ま さに学校の実情にそって教育課程が編








ていると捉 えられる。 さらに 『基準 と手引』では、評
価基準すべてを一様にお しつけるのでな く、学校 に応










このように して評価 され た結果の公表については、
『基準 と手引』では慎重になるべ きであることが示 さ
れている。あくまでも、評価がまねき うる弊害を認識
した うえで、評価にもとつ く改善が目指 されている。
(2)2010年 「学校評価ガイ ドライン」
続いて、2010年 ガイ ドラインをみていこ う。2010
年ガイ ドラインにおいては、先述 したように、学校評
価の 目的として学校やその設置者による改善のみなら
ず、説明責任を果た し学校 ・家庭 ・地域の連携協力に
よる学校づ くりを進 めることが示されている。 こうし
た点から、2010年 ガイ ドラインでは、学校の自己評価






2010年 ガイ ドラインでも、自己評価が最 も基本 とさ
れている。そこでは、校長の リーダーシ ップの下で、
当該学校の全教職員が参加 し、設定 した 目標や具体的
計画等に照らして、その達成状況や達成に向けた取組




























己評価の客観性 ・透明性 を高めるとともに、学校 ・家
庭 ・地域が学校の現状 と課題について共通理解を深め
て相互の連携 を促 し、学校運営の改善への協力を促進
することを目的 として行われ る。評価者 としては保護
者な ど学校 と直接関係のある者が想定 されてお り、学






上にあるとされている。ただ し、必要 に応 じて教育に
関す る諸基準への適合のための取組体制等の評価 とい










項 目 ・指標 とい う形ではなく、それ らを検討する際の
視点 となる例 として示 されている。資料2は 、その う
ち 「教育課程等の状況」に関するものである。資料2




主性を発揮 できるだろう。 しかしながら、参考 とす る
ための基準がな く、その視点 も具体性 を欠いている場
合、学校が教育課程改善を進めるための足掛かりを得








れれば、学校は特色のある教育活動 とい うよりもむ し
ろここで掲げられている視点を学校が満た していると
示すことに注力 して しま うかもしれない。
さらに、このように学校の自己評価やその後の改善






の援助 とい うよりはむ しろ学校 ・家庭 ・地域相互の連
携 を促すことに主眼がおかれている。第三者評価 につ
いては、専門的視点か ら評価を行 うとい う点で文部省
の協同評価 との類似性がみられ るが、必要 に応 じて監
査的要素が盛 り込まれるといった性格規定には留意が
必要であろう22。
ただ し、2010年 ガイ ドラインでは、第三者評価の実
施体制の一例 として、一定の地域内の複数の学校が協











程改善 とい う視点から検討 した。まず、戦後 日本にお
ける学校評価政策を概観 した。そ して、1951年 『基準
と手引』と2010年 ガイ ドラインを比較 ・検討すること
で、特色のある教育活動を尊重 しながら改善を志向す
る学校評価の在 り方を探ってきた。
以上の検討か ら、2010年 ガイ ドラインは、学校や教
師の自主的な教育課程編成にもとつ く特色のある教育
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